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　山口大学知的財産センターは、「教職員の組織的

な研修等の共同利用拠点（知的財産教育）」として

/2015年文部科学省より認定され知財教育に関する唯

一の教育関係共同利用拠点として知財教育の普及に

取り組んでいます。

　これまでに開発してきた知財教育に関する教材   

（eラーニング教材含む）やノウハウ、教員対象の知

財に関わる組織的な研修（ＦＤ※１）、職員対象の知

財に関わる組織的な研修（ＳＤ※２）を、地方協力校

（2025年9月現在:9大学。下図表参照）と連携し全国

の希望する大学などに対して提供しています。多く

の大学で知財教育が導入されることにより、文系理

系を問わず知財の知識とスキルを持った学生が、継

続して社会に送り出されています。

　その他、拠点活動の一環として、知財に関連する

各種セミナーや研修会を開催し、社会人から小学生

まで知財教育の機会を提供しています。

　多くの方々を対象に、知財についての各種セミナ

ーやイベントを、オンラインまたは対面形態で随時

開催しています。ぜひご参加ください。

・知財教育ＦＤセミナー

・知的財産ＳＤセミナー（基礎・応用）

・判例セミナー

・著作権セミナー

・知財実務講演会

・特許情報検索講習会

・全国知財創造教育甲子園（中・高校生向け）

・知財教育シンポジウム　など

　「知財無料相談山大ホットライン」として、知財

専門スタッフが、学内外の教職員等からの知財の取

扱い及び知財教育関連の相談に懇切丁寧に応じます。

※１ Faculty Development
※２ Staff Development

Google Map

〇大分大学
　知的財産関連科目を一般教養科目化
〇愛媛大学
　知的財産関連科目の全学必修化
〇新潟大学
　知的財産関連科目を10講座開講
〇北見工業大学
　知的財産関連科目の学部必修化
〇岡山大学
　知的財産教育セミナーの継続開催（FD）
〇玉川大学、弘前大学、金城学院大学
　知的財産関連科目の開講拡大

：０８３６（８５）９９４２
：０８３６（８５）９９４１
： sh072@yamaguchi-u.ac.jp
： https://kenkyu.yamaguchi-u.ac.jp/chizai/



　これまで、知的財産教育と言えば知的財産（以下、

知財）の専門家養成が主な目的と考えられていまし

た。しかし、近年の急速な産業構造の変化やクローバ

ル化の進展に伴い、ものづくりとビジネスの上で知財

の重要性が増しています。政府も「世界最高の知財立

国」※１を掲げ、「国民一人ひとりが知財人材」※２を

目指すことを謳っています。

　そこで、山口大学では、全国の大学に先駆けて2013

年から全学部共通として、１年生全員を対象に「知的

財産入門」を必修化しました。

山口大学知的財産センターが作成した教材を、e ラーニング動画として
随時ホームページで公開しています。ご覧いただき、ご活用ください。

　「知的財産入門」では「著作権」、「特許権」、

「商標権」等といった実社会において必要な知財の

基礎知識を学ぶことができます。また、研究ノート

の書き方や引用等の論文執筆に必要な研究者倫理や

アカデミックマナーも身につけます。

※1「日本再興戦略」2013年閣議決定

※2「知的財産推進計画2016」内閣府

　知財に関する知識を修得する機会がなく社会人に

なった方も多くいます。山口大学では学部向けの知財

教育カリキュラムをもとに履修証明プログラムとして

そうした社会人の方向けに開講しています。

　土日を中心にオンライン受講できるため、

全国からビジネスマンや大学事務職等様々

な職種の方が履修されています。士業の方

が指導法を学びたいと受講したり、他大学

学生がダブルスクールとして受講している

ケースもあります。

　必修科目「知的財産入門」からさらに知財を学び

たい学生向けに、学生の専門分野や必要性に合わせ

た16科目の知財展開科目を設置（2025年現在）し、

体系的な知財教育を実施しています。

　知財展開科目には法律系科目の「特許法」などに

加え、学部の専門に即した「教育現場と知的財産」･

「農業と知的財産」などの応用系の科目があります。

また、学部教育との両立を図るため、平日を避け、

主に土日の集中講義として開講しています。

　また、2016年からは大学院でも「知的財産特論」

を必修化しました。論文投稿前の特許出願の重要性

や、知財を活かした研究成果の社会実装への道筋等

を学び、研究者としての素養を高めています。


